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論文内容の要旨
わが国では，米政策改革の実施以降，水田転作の促進
にともなって大豆の作付が拡大してきた。他方で，大豆
加工品市場では，小売各社間の競争激化により製品の低
価格化が進行し，実需者の多くは国産大豆と比較して安
価かつ大規模ロットの調達が可能な輸入大豆の使用を拡
大してきている。したがって，わが国では政策的に大豆
が増産される一方，国産大豆の需要は制約される傾向に
ある。
こうした実態に対して，本研究では，まずわが国の大
豆生産に関わる政策の変遷を整理し，今日の大豆需給構
造に至る経緯を明らかにした。わが国における大豆生産
は，水田転作に関連して生産者と大口需要者のニーズを
もとに政策的に方向づけされてきた。すなわち，高タン
パクで多収量の大粒品種の普及は生産者の大豆作に対す
るインセンティブを高め，また大口需要者が求める原料
の安定供給に貢献している。こうした取り組みを通じて
国産大豆の需給ギャップが解消することは望ましいが，
本論文では今日市場に流通する国産大豆の加工品の多く
が輸入原料使用品との明確な差異を創出しえず，消費者
からの支持を獲得していない現状を明らかにした。
これに対して，割高な国産原料使用品の価値の創造と
普及においては，大手メーカーとの差別化を目指す中
小・零細メーカーの果たす役割が大きく，本研究では実
需者主導による国産大豆の新たな需要の創出に着目し
た。とりわけ製品の低価格化にともなって国産大豆の使
用が制約される現状を踏まえ，本研究では国産大豆使用
品が輸入大豆使用品と比較して価格が割高であることを
前提としながらも，消費者からの支持を獲得する要件に
ついて，実態調査をもとに次のような要因を導出した。
まず岩手県での調査事例では，卸売業者を通じた原料
の取引が生産者・卸売業者・メーカーの三者の連携を深
化させ，価値創造のサイクルが誘発されていた。また加
工および販売において形成されたメーカーの特長やブラ
ンドが消費者の支持を獲得するとともに，豆腐に対する
消費者の価値観への変化を誘発していた。
本事例をもとに国産大豆の使用による差別化の促進，
さらには国産大豆の需要創出の要件について考察する
と，原料の調達，加工，販売の各段階において優れた成
果を発揮するのに加えて，それらが有機的に結びつくこ
との重要性が摘出される。すなわち調査対象メーカーの
ブランドは，原料である大豆の生産・流通・加工の各段
階における価値の創造と普及に裏づけされており，各要
素が高価格帯での販売とブランドの維持に貢献してい
る。こうした点から，本研究では，同メーカー周辺にお
ける一連の取り組みを価値イノベーションの成果と整理
して，価値イノベーションの導入によって豆腐および国
産大豆の需要が創出されていることを指摘した。
次に同上メーカーの店頭におけるアンケート調査から
は，次のような結論を得た。
第一に，国産大豆使用品は嗜好品化によってその割高
な価格帯が消費者に受容される可能性がある。豆腐を含
む大豆加工品は，一般的に日配品として安価に流通する
が，調査事例では大豆製品が嗜好品に位置づけられ，新
たな顧客を獲得していた。輸入大豆が日配品向けの需要
に対応する実態に対して，国産大豆は嗜好品向けの原料
として使用が拡大し，新規需要が創出される可能性があ
る。
第二に，各顧客層に対応した販売戦略の策定と製品開
発が重要である。調査事例では，食味が原料に強く由来
する湯波等の製品が高齢層に支持されており，国産大豆
─ 95 ─
＊共栄大学准教授（農業経済学）
ないし在来品種特有の甘みや香りが評価されていた。こ
れらの特性はライン製造での加工適性を有する輸入大豆
のそれとは異なるものである。したがって国産大豆は，
高齢層向けの製品開発においてその特長が発揮される可
能性がある。他方で若年層からはドーナッツなどの菓子
類が支持されていたことから，それぞれのニーズに対応
した製品開発と販売戦略が求められる。
以上の岩手県における調査結果に対して，千葉県の調
査事例では国産大豆の特性が消費者レベルで必ずしも認
識されておらず，実需者と消費者の間でその認識に
ギャップが生じていた。すなわち，一部店頭で原料の産
地・品種名が強調されているにもかかわらず，それらが
消費者には十分に浸透していなかった。千葉県は特色あ
る大豆産地として業界の関係者には周知されているが，
そういった特性が消費者レベルでは認知されていなかっ
た。したがって，地産大豆や国産大豆の普及に意欲的な
事例が存在するとされる千葉県においても，都市部では
国産大豆の特性が消費者に十分に認知されていない実態
が明らかとなった。
以上の結果より，国産大豆の普及と新たな需要創出に
向けては，安心感などの漠然としたイメージに依拠する
ことなく，都市部の消費者に対してもより明確な商品コ
ンセプトや情報を発信するなどの戦略的な普及・販売が
求められている。現在の供給側に立脚した大豆増産に対
して，需要側における出口戦略の策定が強く求められて
いる。
審査報告概要
本研究は，主として水田転作を通じ生産を増大させて
きた大豆が，国内市場で需要の拡大をともなわなかった
ことから ，国産大豆の需給にだぶつきが生じたことを
現状認識として押さえたうえで，国産大豆の需要拡大へ
向けた方策を検討するにあたり，大豆卸売業者，大豆製
品の製造業者と小売業者および一般消費者などを対象と
して綿密な事例調査を実施し，その分析結果から実効性
の高い提言を取りまとめたものである。本研究において
重要なポイントとなるのは，「価値イノベーション」を
概念の枠組みとして，輸入大豆との差別化を図るため，
国産大豆に対する需要の価値の創造と普及に論究し，大
豆生産者−大豆卸売業者−大豆製品製造業者−製品小売
業者のサプライチェーンを通じたなかで，価値の創造と
普及の連鎖が行われているという点である。国産大豆を
使用した製品とその販売が，消費者に「信頼」「安全・
安心」「嗜好の拡幅」などの付加価値を与え，たとえ高
価であっても確実に需要の裾野が広がっていることを実
証したのは，これまでにない画期的な論点として注目に
値する。政策提言として，大豆の供給だけでなく需要の
拡大に向けた取り組みが食料自給率の向上にとって重要
とした点も，これまでの認識をさらに強化させた。
よって，審査員一同は博士（環境共生学）の学位を授
与する価値があると判断した。
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